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8-7 自主防災組織の活動想定モデル 

出典：名古屋の防火＆防災 
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8-8 名古屋市の木造住宅の耐震化支援制度(平成 28 年 3 月末時点) 

 

①木造住宅無料耐震診断 

対象住宅：昭和 56 年 5 月 31 日以前に着工した木造住宅（2 階建て以下） 

申込方法：申請書に必要事項を記入し、名古屋市住宅都市局耐震化支援室へ郵送または FAX 

 

 

②木造住宅耐震改修助成 

対象住宅：名古屋市の耐震診断を受けた結果、判定値が 0.7 未満の場合 

助成金額 

 

 

 

 

 

 

 

③耐震シェルター、防災ベッドの設置助成 

対象住宅：名古屋市の耐震診断を受けた結果、判定値が 0.7 未満の場合 

     次のいずれかの方が居住している世帯 

      ・申請時点で 65 歳以上の方 

      ・障害がある方 

補助金額：住戸あたり補助対象経費の 1/2 以内で最大 20 万円 

(例)耐震シェルター        防災ベッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅の利用形態 一般世帯 非課税世帯 

戸建て住宅 耐震改修費の 1/2 かつ 

最大 90 万円 

耐震改修費の 3/4 かつ 

最大 135 万円 

共同住宅・長屋 耐震改修費の 1/2 かつ 

最大(90×戸数)万円 

耐震改修費の 3/4 かつ 

最大(135×戸数)万円 
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8-9 家具転倒防止対策の方法 
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8-10 備蓄・非常持出品について 

地震が発生した場合、道路などが被害を受けると、食料などが流通するまでに数日かかると

予想されます。日頃からの備蓄として、おおむね７日分程度を備えましょう。また、避難する

場合は、３日分程度を非常持ち出し品として持参しましょう。 

 

＜非常持ち出し品の例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 乾パンやアルファ化米など防災用非常食を何日分も備えるのは大変です。食品を日頃から

少し多めに備え、毎日の食事に取り入れながら、いざというときに備えると、賞味期限切れを

防ぐことができます。(ローリングストック法)また、災害が発生したからといって非常食を

食べないといけないわけではありません。冷蔵庫の中身から食べていき、その後消費期限が

長い乾麺や缶詰などの非常食を食べることで、長く持たせることもできます。 

 乳児がいる家庭は粉ミルク、アレルギーを持つ人がいる家庭はアレルギー対応食品など、

家庭ごとに必要なものがあります。家族で話し合って、必要なものを備えておきましょう。 

 

 

 

ポイント１ リュックサックに入れるなど両手が使えるようにしましょう。 

ポイント２ 常備薬やメガネの予備、入れ歯なども忘れずに準備しましょう。
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8-11 助け合いの仕組みづくり 

 

・ 災害発生時に効果的な活動ができるよう、日頃から「いざとなったらお互いに助け合

う」、「お互い様」という共助の意識を日頃から持つことが大切です。例えば、地震発生

時に自分は他人を助けようと常々心がけていても、いざとなったら家がくずれ、逆に助

けられることもあります。 

・ 災害発生時にだれがだれを助けることになるのかは、起こってみ

ないと分からないので、災害発生時には、お互いに助け合うとい

う意識を持ち、いざというときに連携が取れるよう、日頃から隣

近所と顔の見える関係「顔の見える関係“絆”づくり」が必要で

す。 

・ 平成 27 年度学区防災アンケート結果によれば、約２０％の人が

自力避難は困難で、約半数は支援者がいないという回答でした。

自力避難が困難な人たちを手助けする仕組みづくりが必要です。 

・ 星崎学区では、災害時要援護者からの手上げ方式により、町内会

長に申請書及び同意書を提出していただき、町内ごとに個別支援

計画書を作成することにしています。 

・ 災害時要援護者には、それぞれ支援者が選ばれます。災害時要援

護者の希望する支援内容は、本人の状況や住宅環境によりまちま

ちであり、特に障害のある方など個別の対応が必要な場合もあ

り、日ごろからの情報共有や学習の場を提供していくことも必要

です。 

・ 災害時要援護者支援の仕組みが広がることにより、日ごろからの顔の見える関

係ができ、日常生活上の困りごとなどの情報共有にもつながり、「助け合い（支

えあい）の仕組みづくり」につながることも期待できます。 

・ 手上げ方式による支援が定着した後には、行政から提供される「避難行動要支

援者名簿」による住民情報と照らし合わせるなど、漏れのない仕組みとしてい

きます。 
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8-12 平成 28 年 3 月 22 日 中日新聞掲載記事 

 


